
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標

達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 3,905 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 4,033 千円
最終現計予

算額

実績値 問

達成率 100.61 ％ 達成率 ％ 達成率

問

実績値 330 問 実績値 問 実績値 問

問 目標値 320 問 目標値 320

時点･期間 R8年度

現状値 159 問

目標値 328 問 目標値 320

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 R1

終期

Ｋ  P  Ｉ

県政課題調査（インターネット調査）設問数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

審査会の答申があった７件のうち１件が、県の決定は妥当との答申がされなかったため、５年度のKPI実績は

100％とならなかったが、全体的には情報公開制度及び個人情報保護制度を適正に運用できていることから、７年

度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 県政課題調査事業費 予算主管課 広報広聴課

事　業

概　要

県民の意識を把握し、政策に反映するため、県政に関する様々な課題について、

インターネットを活用した調査を実施する。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

審査会の答申があった７件のうち、県の決定は妥当との答申がされなかった１件ついては、非公開情報該当性の判断において、情

報公開条例の趣旨を踏まえた検討がもう少し必要であったものと考える。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 824 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 3,242 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

％ 実績値 ％

達成率 85.70 ％ 達成率 ％

100 ％

実績値 85.7 ％ 実績値 ％ 実績値

100 ％ 目標値 100 ％ 目標値

R7年度 時点･期間 R8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値

R4年度（見込） 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

－

Ｋ  P  Ｉ

情報公開・個人情報開示の不服申立て案件に対して県の決定は妥当であると審査会が答申した割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 情報公開制度実施事業費 予算主管課 広報広聴課

事　業

概　要

情報公開条例及び個人情報保護法等に基づき、情報公開制度及び個人情報制度の

円滑な運用を図る。

始期 H5

終期

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は目標を上回る成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成す

ると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 457 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 1,149 千円
最終現計予

算額

実績値 提言

達成率 140.00 ％ 達成率 ％ 達成率

提言

実績値 14 提言 実績値 提言 実績値 提言

提言 目標値 20 提言 目標値 25

時点･期間 R8年度

現状値 4 提言

目標値 10 提言 目標値 15

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H2

終期

Ｋ  P  Ｉ

施策に反映された提言数（累計）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　５年度の目標達成率が想定よりも低調であったことに加え、手のひら県庁の浸透やホームページによる案内等に

より直接窓口に来庁・相談する必要がない手続きが増加している。　デジタル化促進という昨今の現状を踏まえる

と６年度も同様の状況が見込まれるが、一方で第二別館の建て替えに伴う関係各課の一時的な移転等の影響もある

ことから、令和６年度は案内システムがより利用しやすいものとなるよう、システム画面の改善を図ることとし、

６年度の利用状況を鑑みて７年度は適正なKPI目標値を検討する。ただし、システムの維持管理費は利用者数に関

わらず一定額が必要なため、利用者数の減少に基づく令和7年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 知事への政策提言・愛顔でトーク事業費 予算主管課 広報広聴課

事　業

概　要

県民参加の開かれた県政を推進するため、メール等による知事への政策提言及び知事が現地を

訪問し､地域住民と率直な意見交換を行う、知事とみんなの愛顔でトークを実施する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和5年度の遠隔受付案内システムの利用者数が、本庁で前年度比19％減（△352人）、地方局で45％減（△3,721人）となっている。県庁及び各地方局の庁舎案内図はホー

ムページでも公開されており、手のひら県庁の浸透等もあって、遠隔受付案内システムを必要とする来庁者が減少したためと考えられる。また、県庁第二別館の建て替え工事

に伴い、遠隔受付案内システム対象外の建物に移転している組織もあることから、利用者が一時的に減少している可能性もある。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 16,317 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 17,386 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 68.87 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 7576 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 11000 人 目標値 11000

時点･期間 R8年度

現状値 10083 人

目標値 11000 人 目標値 11000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H3

終期

Ｋ  P  Ｉ

県庁業務等案内利用者数及び県庁本館魅力体感事業参加者数（遠隔受付案内システム利用回数＋県庁本館案内・魅力体感デー参加者数）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 県民相談プラザ運営費 予算主管課 広報広聴課

事　業

概　要

県政案内や県民の談話の場として、本館及び各地方局・支局で県民(総合)相談プラザを運営す

るとともに、受付案内システムを運用するほか、本館の魅力を発信するための事業を実施す

る。



5

6

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年６月に総合計画が策定されたことを受け、本事項による取組みは５年度で終了し、６年度以降の取組み

は、事項「愛媛県総合計画推進費」により総合計画の推進を図ることとしており、引き続き、「えひめチャレンジ

プラン推進懇話会」による外部委員からの意見を受けながら、適切なKGI数値を得るためのアンケート調査を継続

して実施することに加え、喫緊の課題である人口減少問題にオール愛媛で対処していくため、「愛媛県人口問題総

合戦略推進会議」による情報共有を図るとともに、これまでの取組みの効果検証や効果的な人口減少対策の推進に

資するため、新たに、人口減少に係る調査研究を実施する。（※人口減少対策の関係は、６年度から、地域政策課

において実施）

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※KPI変更　推進懇話会意見による翌年度の事業等の改善率　R6　80％、R7　90％、R８ 100％令和５年度に策定した総合計画に設定した各政策・施策の目標達成を目指

し、成果重視の姿勢の下取り組んでいく体制を整えているところであり、既に県の施策が効果を発揮し、数値が改善している指標もあるが、新型コロナ対策による社会経済活

動の抑制などの影響により、特に人口減少関係の指標などで悪化している指標もあるなど、目標未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 3,179 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 3,373 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 51.75 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 41.4 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 R8年度

現状値 ― ％

目標値 80 ％ 目標値 90

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R1~Ｒ4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 R4

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

各施策の年度目標達成率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPI実績はほぼ想定どおりとなっており、現状を踏まえると、６年度以降も目標の達成は可能と考えられ

ることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 愛媛県新総合計画策定費 予算主管課 総合政策課

事　業

概　要

第六次長期計画「愛媛の未来づくりプラン」の後継として、今後の県政運営の基本となる総合

的な計画として、2040年頃の目指すべき将来像を踏まえ、今後４年間の施策の方向性を示す

新しい総合計画を策定する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

積極的な広報や公募事業応募書類書き方講座の実施により、目標値をほぼ達成する結果につながったものと考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 3,657 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 4,043 千円
最終現計予

算額

実績値 団体

達成率 97.65 ％ 達成率 ％ 達成率

団体

実績値 83 団体 実績値 団体 実績値 団体

団体 目標値 85 団体 目標値 85

時点･期間 R8年度

現状値 79 団体

目標値 85 団体 目標値 85

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H23

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

｢三浦保｣愛基金公募事業の応募団体数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 「三浦保」愛基金推進事業費 予算主管課 総合政策課

事　業

概　要

「三浦保」愛基金を活用し、環境保全・自然保護や社会福祉分野の課題に対応し

た政策を推進する。



7

8

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

募集期間の延長や、県の支援内容の明確化など、当該県有地活用事業に係る事業協力者の募集要項を見直した上で

令和６年３月２１日から再募集を開始していることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していな

い。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和５年１１月２０日に当該県有地に係る「活用の方向性」を公表し、１１月２１日から令和６年２月１３日までの約３か月間で事業協力者の募集を行ったたものの、スピー

ド感を優先した結果、募集期間が短くなったことなどにより、決定に至らなかった。令和６年３月２１日から当該県有地活用事業に係る事業協力者の再募集を開始しており、

令和６年度に優先交渉権者の選定と基本協定の締結を行った後、具体的な利活用の検討を進めることとしている。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 271 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 344 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 0.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 0 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 件 目標値 1

時点･期間 R5~R8年度

現状値 0 件

目標値 1 件 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R1~R4年度 時点･期間 R5~R5年度 時点･期間 R5~R6年度 時点･期間 R5~R7年度

始期 H15

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

南町県有地の利活用決定件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

KPI「企業版ふるさと納税の寄付額」は目標値を大きく超えて達成し、この間、本県の地方創生の推進につながる

など一定の成果を挙げることができた。令和６年度からは、本事項は事項名「主要施策推進費」として、新たな

KPI「みんなの愛顔づくりプロジェクトの提案を契機に新たに事業化された数」の向上を目指すこととし、従前の

「主要施策推進費」（重要要望関係）による取組みも含め、引き続き、戦略的で効果的な政策推進を図ることとす

る。なお、総合計画の推進関係及び人口減少対策関係は、別事項に移管してそれぞれの取組みを継続する。

当初 事　項 文化交流施設整備事業計画策定準備費 予算主管課 総合政策課

事　業

概　要

文化交流施設について、県の財政事情や施設の特性を踏まえ、効率的・効果的な事業化を図る

ため、他の複合施設等の整備内容や民間活力を利用した事業例について情報収集に努め、関係

各課と協力しながら、将来の事業化のための準備を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※KPI変更　みんなの愛顔づくりプロジェクトの提案を契機に新たに事業化された数　R6目標値　２件、R7目標値　３件、R8目標値　４件本制度の促進により地方創生の実

現につながることから、県としても積極的に県外企業等への寄付を呼び掛けてきたところ、企業の側にとっても法人関係税が軽減されるメリットが大きいこともあり、寄付額

が飛躍的に伸びてきたと考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 6,156 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 10,756 千円
最終現計予

算額

実績値 円

達成率 375.30 ％ 達成率 ％ 達成率

円

実績値 75060000 円 実績値 円 実績値 円

円 目標値 60000000 円 目標値 80000000

時点･期間 R5~R8年度

現状値 33446700 円

目標値 20000000 円 目標値 40000000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R1~R4年度 時点･期間 R5~R5年度 時点･期間 R5~R6年度 時点･期間 R5~R7年度

始期 平成23年度

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

企業版ふるさと納税による寄附額

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 戦略的政策推進費 予算主管課 総合政策課

事　業

概　要

人口減少問題を始め、新総合計画のビジョン実現に向けて効果的・効率的な政策展開を強力に

進めるとともに、県政運営の基本的な方針決定や新たな政策の立案・形成、総合調整等により

戦略的な政策推進を図る。
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見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状を踏まえると、KPIは目標の達成は可

能と考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

意見交換項目の積極的な掘り起こしを図ったが、結果的に高知県６項目、広島県３項目であった。目標はほぼ達成できている。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 312 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 729 千円
最終現計予

算額

実績値 項目

達成率 90.00 ％ 達成率 ％ 達成率

項目

実績値 9 項目 実績値 項目 実績値 項目

項目 目標値 10 項目 目標値 10

時点･期間 R8年度

現状値 5 項目

目標値 10 項目 目標値 10

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H5

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

交流会議における意見交換項目数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

当初 事　項 県際交流推進事業費 予算主管課 総合政策課

事　業

概　要

近隣県と協調・連携し、一体となって地域振興を推進するため、知事等による交

流会議を開催する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和５年１１月２０日に当該県有地に係る「活用の方向性」を公表し、１１月２１日から令和６年２月１３日までの約３か月間で

事業協力者の募集を行ったたものの、スピード感を優先した結果、募集期間が短くなったことなどにより、決定に至らなかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

募集期間の延長や、県の支援内容の明確化など、当該県有地活用事業に係る事業協力者の募集要項を見直した上で令和６年３月２

１日から再募集を開始しており、令和６年度に優先交渉権者の選定や、基本協定の締結など、当該県有地の活用方策決定に向けた

プロセスを進めることとしている。

千円

決算額 25,469 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 25,591 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 16.70 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 16.7 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 ％ 目標値

時点･期間

現状値 0 ％

目標値 100 ％ 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 時点･期間

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

県有地活用方策決定プロセス進捗率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

9月

補正

事　項 県民文化会館南側県有地活用検討事業費 予算主管課 総合政策課

事　業

概　要

県民文化会館南側県有地の活用を図るため、活用アイデア募集や関係団体等との意見交換等の

結果を踏まえ、瀬戸内エリアでの中核拠点性の向上や民間活力の活用等の要件を満たす施設整

備を行う民間からの企画提案の募集及び審査を実施する。


